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■
ビ
ジ
ネ
ス
ク
リ
ッ
プ

■■■海外ビジネスニュース■■■

・ペイパル、 万 で和解へ　クレジット問題
・アルティス、ＴＷＣとの合併模索―サドンリンク買収交渉も
・オバマ政権、ミツバチ大量死の原因究明と予防で特別チーム

・中国企業、第１四半期に海外Ｍ＆Ａ 兆円　インフラやＩＴ
分野で動き目立つ

・アセアン、ＴＰＰを見る目冷ややか…「米国は傲慢、日本は頼
りにならず」

・韓国は 起業難 国家、新規企業の７割が５年以内に倒産

■「ビジネス・インドネシア」紙
２輪車販売、第２四半期から上向きへ

　中国、インドに続く世界３番目のインドネシアの２輪車市場は、
年以降増加を続けている。 年は 万 台、 年は 万 台、
年は 万 台だった。インドネシア２輪車工業会は「今年の第２四
半期は、断食月の開始に近いということで、販売が第１四半期より増加
することが見込まれる。しかし、通年では、拡大基調に歯止めがかか
り、販売台数は 年とほぼ同等となるだろう」としている。

投資調整庁、中国支局開設へ
インドネシアの投資調整庁は中国支局を開設し、中国企業の投資誘致
を強化する計画だ。同庁は、現在シンガポール、日、米、豪など８カ国
に支局を持っている。フランキー・シバラニ長官は「これまでの中国企
業の投資実現率（投資申請数に対する投資実現数の割合）は ％未満と
まだ低い。 年から 年までの中国企業の投資申請額は 億 万
だが、実際に投資が実施されているのは 億 しかない。最近５年間
で、中国投資が多かったセクターは電気・水道・ガス（ ％）、鉱山・
鉱業（ ％）、金属・機械・電子（ ％）だった」と説明した。

■時事速報　
シンガポール、仏とサイバーセキュリティーや
原子力分野で協力強化

シンガポールとフランスは、パリでサイバーセキュリティーや原子
力、再生エネルギーなどの分野での協力強化に関する合意文書を締結し
た。シンガポールのトニー・タン大統領とオランド仏大統領の立ち会い
の下で調印された。シンガポール紙ストレーツ・タイムズが伝えた。タ
ン大統領に同行したヤコブ・イブラヒム情報通信相が統括するシンガポ
ールの新機関「サイバーセキュリティー庁（ＣＳＡ）」は、フランスの
情報ネットワーク・セキュリティー当局と覚書を交わした。これにより
両国のサイバーセキュリティーに関する情報や最善の対策が共有され
る。今回の覚書はＣＳＡにとって初の国際的な合意となる。シンガポー
ル国立大学（ＮＵＳ）と仏政府系の放射線防護原子力安全研究所（ＩＲ
ＳＮ）も合意文書に署名した。

「日刊通商弘報」は日本貿易振興機構（ジェトロ）海外駐在員によ
る現地発ニュース、「ウォール・ストリート・ジャーナル」「フォ
ーカス・アジア」は日本語版サイトのヘッドラインです。

■日刊通商弘報　

■フォーカス・アジア　

・最低賃金を２年ぶりに引き上げ （ケニア）
・外国企業による新車の輸入販売を認可 （ミャンマー）
・光ファイバー用プリフォームＡＤ問題、日米製品に「クロ」の

仮決定 （中国）

■ウオール・ストリート・ジャーナル　

「
新
常
態
」
を
貫
く

持
続
可
能
な
成
長
へ
転
換

李雪連丸紅経済研究所シニア・アナリスト

中国経済事情１４
　
２
０
１
５
年
１
―
３
月
期

の
中
国
の
実
質
国
内
総
生
産

Ｇ
Ｄ
Ｐ

成
長
率
は
７
％

と
な
り
、

年

―

月
期

の
７
・
３
％
か
ら
減
速
し

た
。

年
の
目
標
自
体
も

年
の
７
・
５
％
か
ら
７
％
に

引
き
下
げ
ら
れ
て
お
り
、
量

よ
り
質
を
重
視
す
る
「
新
常

態

ニ
ュ
ー
ノ
ー
マ
ル

」

を
貫
く
政
策
ス
タ
ン
ス
が
よ

り
鮮
明
に
な
っ
た
。
不
動
産

を
始
め
、
投
資
へ
の
過
度
な

依
存
を
是
正
す
る
と
同
時

に
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

後
に
急
速
に
進
行
し
た
信
用

膨
張
を
抑
制
し
、
持
続
可
能

な
経
済
成
長
へ
の
転
換
を
図

ろ
う
と
し
て
い
る
。

　
こ
う
し
た
中
、

年
の
経

済
の
注
目
点
は
、
第
１
に
雇

用
の
強
さ
だ
。
投
資
、
貿

易
、
消
費
の
三
大
成
長
エ
ン

ジ
ン
も
目
標
が
引
き
下
げ
ら

れ
た
が
、
労
働
市
場
は
堅
調

な
状
況
を
維
持
し
て
い
る
。

サ
ー
ビ
ス
産
業
の
成
長
に
支

え
ら
れ
、
雇
用
創
出
が
目
標

を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
中
国
政
府
が
新
常

態
を
容
認
す
る
最
大
の
理
由

と
み
ら
れ
る
。

　
第
２
に
、
小
幅
な
財
政
出

動
が
あ
る
。

年
は
財
政
赤

字
が

年
比
２
割
増
え
る
と

見
積
も
り
、
支
出
を
国
民
の

暮
ら
し
を
支
え
る
分
野
に
重

点
配
分
す
る
。
一
方
、
公
共

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
一
般
支
出

は
削
減
し
、
メ
リ
ハ
リ
の
利

い
た
財
政
政
策
を
目
指
す
傾

向
が
強
ま
っ
て
い
る
。

　
第
３
に
、
金
融
政
策
へ
の

目
配
り
で
あ
る
。
預
金
準
備

率
を
２
月
の
０
・
５

の
引

き
下
げ
に
続
き
、
４
月
に
も

１

の
追
加
的
引
き
下
げ
に

踏
み
切
っ
た
。
こ
れ
に
よ

り
、
銀
行
は
手
持
ち
の
預
金

の
う
ち
、
中
央
銀
行
に
あ
た

る
中
国
人
民
銀
行
に
預
け
る

必
要
の
あ
る
資
金
が
減
り
、

貸
し
出
し
余
力
が
高
ま
る
。

金
利
も

年
末
に
２
年
半
ぶ

り
に
利
下
げ
し
た
後
、
３
月

と
５
月
に
追
加
利
下
げ
を
実

施
し
た
。
１
年
物
貸
出
基
準

金
利
が
６
％
か
ら
５
・
１
％

に
下
が
り
、
企
業
は
資
金
調

達
コ
ス
ト
を
削
減
で
き
る
。

　
信
用
膨
張
の
抑
制
と
い
う

大
前
提
は
崩
し
て
い
な
い

が
、
今
後
も
成
長
目
標
を
達

成
さ
せ
る
た
め
に
は
、
小
粒

な
が
ら
も
追
加
的
な
緩
和
を

図
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

１
％
台
に
低
下
し
た
消
費
者

物
価
指
数
や
輸
出
支
援
の
た

め
人
民
元
安
誘
導
圧
力
が
、

金
融
緩
和
の
可
能
性
を
高
め

て
い
る
。

　
さ
ら
に
改
革
開
放
を
深
掘

り
し
、
公
共
事
業
の
規
制
緩

和
や
、
サ
ー
ビ
ス
業
の
外
資

導
入
、
イ
ン
フ
ラ
輸
出
の
強

化
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
分
野

で
経
済
成
長
を
維
持
す
る
施

策
が
展
開
さ
れ
る
期
待
が
高

ま
っ
て
い
る
。

三
井
造
船

不変と革新パート２１０９貫く企業理念

企
業
概
要

製
造
業
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
脈
々
と

１
９
１
７
年
に
竣
工
し
た
第
一
船
「
海
正
丸
」

　

年
３
月
期
の
売
上
高
は

８
２
０
０
億
円

前
期
比

・
４
％
増

を
見
込
む
。
中

計
で
は

年
３
月
期
に
８
５

０
０
億
円
を
計
画
し
て
お

り
、
推
移
は
順
調
。
往
復
動

圧
縮
機
事
業
強
化
を
目
的
に

加
地
テ
ッ
ク
と
資
本
業
務
提

携
す
る
な
ど
Ｍ
＆
Ａ

合
併

・
買
収

に
も
積
極
的
だ
。

総
資
産
は
１
兆
円
を
超
え

た
。
受
注
環
境
の
好
転
を
受

け
て
、
中
計
期
間
内
の
連
結

設
備
投
資
総
額
を
当
初
計
画

比
約
３
倍
の
７
０
０
億
円
に

引
き
上
げ
る
な
ど
、
中
核
事

業
に
経
営
資
源
を
集
中
す

る
。
事
業
構
造
改
革
の
ペ
ー

ス
は
速
く
、
原
油
価
格
下
落

や
地
政
学
的
リ
ス
ク
を
除
け

ば
、
不
安
要
素
は
少
な
い
。

造
船
大
国
に

　
２
０
１
７
年
に
創
業
１
０

０
周
年
を
迎
え
る
三
井
造

船
。
お
よ
そ
１
世
紀
に
わ
た

り
数
多
く
の
船
舶
を
建
造

し
、
日
本
を
造
船
大
国
に
押

し
上
げ
た
大
手
企
業
の
１
社

だ
。
企
業
理
念
は
「
社
会
に

人
に
信
頼
さ
れ
る
も
の
づ
く

り
企
業
で
あ
り
続
け
ま
す
。

現
在
掲
げ
て
い
る

企
業
理

念

経
営
姿
勢

「
行
動
基

準
」
は
２
代
前
の
元
山
登
雄

社
長

現
相
談
役

時
代
に

策
定
し
た
も
の
で
、
比
較
的

新
し
い
。
代
々
伝
わ
る
社
是

や
社
訓
は
存
在
し
な
く
と

も
、
今
の
経
営
方
針
に
脈
々

と
受
け
継
い
で
き
た
製
造
業

の
Ｄ
Ｎ
Ａ
が
し
っ
か
り
と
反

映
さ
れ
て
い
る
。

　
創
業
は
１
９
１
７
年
。
三

井
物
産
・
造
船
部
と
し
て
産

声
を
上
げ
、
初
代
代
表
は
船

舶
部
の
川
村
貞
次
郎
氏
。

年
に
三
井
物
産
か
ら
分
離
独

立
し
、

年
に
三
井
造
船
に

改
称
し
た
。
国
内
首
位
の
船

舶
用
低
速
デ
ィ
ー
ゼ
ル
エ
ン

ジ
ン
事
業
は
、

年
に
デ
ン

マ
ー
ク
Ｂ
＆
Ｗ

現
Ｍ
Ａ
Ｎ

・
Ｄ
ｉ
ｅ
ｓ
ｅ
ｌ
＆
Ｔ
ｕ
ｒ

ｂ
ｏ

と
技
術
提
携
し
て
か

ら
継
続
し
て
き
た
実
質
的
な

創
業
事
業
の
一
つ
だ
。

造
船
報
国

造
船
報
国
。
同
社
の

年
史
に
は
創
業
の
精
神
を
こ

う
記
し
て
あ
る
。
造
船
で
国

や
社
会
に
奉
仕
す
る
と
い
う

意
味
だ
ろ
う
。
一
般
商
船
の

建
造
を
目
的
に
、
現
在
の
岡

山
県
玉
野
市
に
造
船
所
を
建

設
す
る
こ
と
に
な
っ
た
が
、

広
大
な
塩
田
跡
地
に
材
料
メ

ー
カ
ー
や
舶
用
機
器
メ
ー
カ

ー
を
含
め
た
造
船
産
業
ク
ラ

ス
タ
ー
、
つ
ま
り
巨
大
な
企

業
城
下
町
を
つ
く
ら
な
い
と

成
り
立
た
な
い
。
創
業
翌
年

年

に
は
専
門
学
校
を

つ
く
り
、
労
働
力
育
成
に
も

乗
り
出
し
た
。

　
企
業
城
下
町
を
形
成
す
る

と
、
そ
こ
に
居
住
し
て
い
る

人
々
の
生
活
は
核
と
な
る
大

企
業
に
依
存
す
る
。
造
船
業

は
歴
史
的
に
、
戦
争
や
天

災
、
景
気
変
動
に
よ
り

―

年
周
期
で
好
不
況
を
繰
り

返
し
て
き
た
が
、
「
し
ぶ
と

く
生
き
残
れ
た
の
は
、
社
会

責
任
が
非
常
に
重
く
、
不
況

だ
か
ら
撤
退
す
る
と
い
う
こ

と
は
簡
単
に
で
き
な
い
。
地

域
一
体
で
会
社
の
存
続
を
願

い
、
成
し
遂
げ
て
き
た
」
と

戦
後

代
目
と
な
る
現
在
の

田
中
孝
雄
社
長
は
語
る
。

　
も
う
一
つ
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
が

「
多
角
化
」
。
戦
後
賠
償
で

仕
事
が
無
く
な
っ
た
時
期
、

玉
野
の
造
船
所
で
自
動
車
を

製
造
し
た
こ
と
も
あ
る
。
多

角
化
は
景
気
の
波
に
左
右
さ

れ
な
い
安
定
し
た
事
業
基
盤

を
築
く
狙
い
も
あ
る
が
、
高

度
な
電
機
、
機
械
、
メ
カ
ト

ロ
技
術
を
持
ち
合
わ
せ
て
い

た
こ
と
も
意
味
す
る
。

　
先
駆
け
が

年
代
に
進
出

し
た
化
学
プ
ラ
ン
ト
事
業
。

年
に
は
自
前
の
化
工
機
工

場
を
つ
く
り
、

年
に
は
東

洋
レ
ー
ヨ
ン

現
東
レ

向

け
の
ナ
イ
ロ
ン
プ
ラ
ン
ト
を

納
め
た
。
事
業
化
に
至
ら
な

い
技
術
も
多
か
っ
た
が
、
船

舶
関
連
事
業
と
連
動
す
る
港

湾
用
ク
レ
ー
ン
や
化
学
プ
ラ

ン
ト
に
付
随
す
る
圧
縮
機
事

業
、
三
井
海
洋
開
発
へ
の
経

営
参
画
を
通
じ
た
海
洋
開
発

な
ど
は
、
中
核
に
育
っ
た
。

新
た
な

年
へ

　
「
新
た
な
１
０
０
年
の
礎

を
築
く
」
。

年
３
月
期
を

最
終
年
度
と
す
る
現
中
期
経

営
計
画
の
タ
イ
ト
ル
だ
。

「
過
去
の
経
営
の
延
長
線
上

に
あ
る
が
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ

持
続
可
能

な
成
長

に
重
点
を
置
い
た
ポ
ー
ト
フ

ォ
リ
オ
改
革
を
行
う
。
現
状

の
中
核
事
業
に
投
資
を
集
中

さ
せ
る
一
方
、
ラ
イ
フ
サ
イ

ク
ル
ビ
ジ
ネ
ス
で
収
益
を
安

定
さ
せ
る
よ
う
な
変
革
だ
」

田
中
社
長

。
強
み
を
定

義
付
け
、
ビ
ジ
ョ
ン
は
明
確

で
、
あ
と
は
坂
道
を
駆
け
上

が
る
だ
け
だ
。

ヴァイオリン・メモリー

〈企業データ〉
　本社 米カリフォルニア州サン
タクララ、設立 年、売上高

万 （ 年１月期）、業種
フラッシュストレージの開発・製
造・販売、日本法人 ヴァイオリ
ン・メモリー（ ‐

）

ストレージ、中・高機能品開拓
世
界
企
業
の
１
０
９

ヴ
ァ
イ
オ
リ
ン
・
メ

モ
リ
ー
の
フ
ラ
ッ
シ

ュ
ス
ト
レ
ー
ジ

　
米
ヴ
ァ
イ
オ
リ
ン
・
メ
モ
リ
ー
は
Ｎ
Ａ
Ｎ

Ｄ
型
フ
ラ
ッ
シ
ュ
メ
モ
リ
ー
で
構
成
す
る
フ

ラ
ッ
シ
ュ
ス
ト
レ
ー
ジ

外
部
記
憶
装
置

の
先
駆
的
メ
ー
カ
ー
。
世
界
の
有
力
Ｉ
Ｔ
企

業
と
取
引
し
、
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー

Ｄ
Ｃ

な
ど
に
製
品
を
供
給
し
て
い
る
。
東
芝
か
ら

の
出
資
を
受
け
て
お
り
、
日
本
市
場
の
開
拓

に
も
積
極
的
だ
。
こ
れ
ま
で
超
高
機
能
分
野

に
特
化
し
て
事
業
展
開
し
て
き
た
が
、
製
品

ラ
イ
ン
ア
ッ
プ
を
拡
充
し
、
中
・
高
機
能
分

野
の
ス
ト
レ
ー
ジ
需
要
を
取
り
込
む
。

フ
ラ
ッ
シ
ュ
ス
ト
レ
ー
ジ
は
低
消
費
電
力

で
大
量
デ
ー
タ
を
高
速
処
理
で
き
る
こ
と
が

特
徴
。
ハ
ー
ド
デ
ィ
ス
ク
駆
動
装
置

Ｈ
Ｄ

Ｄ

か
ら
置
き
換
わ
る
形
で
、
普
及
が
進
ん

で
い
る
。
た
だ
価
格
が
高
い
こ
と
が
ネ
ッ
ク

で
、
市
場
は
超
高
機
能
ス
ト
レ
ー
ジ
分
野
に

偏
っ
て
い
た
。

　
こ
う
し
た
中
、
自
社
の
従
来
製
品
と
比
べ

処
理
容
量
当
た
り
の
コ
ス
ト
を

％
以
上
削

減
で
き
る
新
製
品
７
０
０
０
シ
リ
ー
ズ
を

開
発
。２
月
に
出
荷
を
始
め
、中

高
機
能
ス

ト
レ
ー
ジ
分
野
の
開
拓
に
乗
り
出
し
た
。

日
本
法
人
の
設
立
は
２
０
１
２
年
で
、
現

状
で
は
電
子
商
取
引
事
業
者
や
小
売
業
、
製

造
業
と
の
取
引
が
多
い
。
今
後
は
通
信
や
金

融
業
界
を
開
拓
す
る
方
針
を
示
す
。
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Ａ

個組織を咲かすが伸びる育休後を考える５４
共働きで子どものい
る家庭が増えたことに

より、転勤を辞退したり、配偶
者の転勤により離職を余儀なく
されたりするといったケースが
増えてきた。会社としてどのよ
うな対策が考えられるだろう
か。

育児・介護休業法で
は「事業主は、労働者

を転勤させようとするときに
は、育児や介護を行うことが困
難となる労働者について、その
育児または介護の状況に配慮し
なければならない」と定めてい
る。したがって、転勤に応じら
れないことによって不利益にな
るような処遇は避けなければな
らない。
　子どものいる社員について、

子が一定の年齢以下であれば転
勤を猶予するという制度を作っ
た会社がある。子どものいる女
性社員が転勤を辞退するケース
が増えたことによるもので、猶
予申請に伴う処遇の変更はない
という。
　配偶者の転勤に伴う離職対策
としては、配偶者の転勤先の近
くに自社の拠点がある場合は、
そこへ異動させるというケース
がある。
　また、自社の拠点はなくて

も、同業他社との連携で再就職
を可能にする事例が出てきてい
る。地方銀行 行は、行員が配
偶者の転勤先にある別の地銀で
働けるようにする仕組み作りで
連携した。労働力人口の低下を
背景として他の業界において
も、今後こういった相互の人材
受け入れ協力が広まる可能性が
大きい。
　また、配偶者の転勤により、
一度退職せざるを得ないケース
であっても、再雇用制度があれ
ば、一定の年数以内なら再度雇
用することが可能である。
　企業としても社員が安心して
仕事に集中できる家庭環境を維
持するために、転勤制度を見直
す時期に来ているのではないだ
ろうか。

育
休
後
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
山
口
理
栄

２０１５年 平成２７年 ５月２１日 木曜日 （ ）


